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旧本庁舎等跡地の活用について 

 ５６年もの長きにわたり、市民の皆様に親しまれてきた鳥取市役所旧本庁舎は、耐震基準を満たして

いないため、また、老朽化が進んでいるため、解体することとなりました。 

 旧本庁舎と第２庁舎が立地していた場所は、長年多くの方々に利用され、親しまれてきた全市民の貴

重な財産であると考えています。そのため、本市では、跡地の利活用を検討するに当たり、様々な方法

で多くの方々に幅広くご意見を伺うべきであると考え、これまでに市民ワークショップや市長と若者と

の意見交換会（ストリートミーティング）等でたくさんのご意見をお寄せいただきました。 

 その後、市民アンケートにより、広く市民のニーズや意見を統計的に把握・分析し「求められる機能」

の絞り込みを行いました。 

 そして、令和３年度は「求められる機能」をもとに、市民ワークショップや市民アンケートなどを実

施しながら整理・絞り込みを行い、本市として跡地活用の一定の方向性を示すこととしていますので、

今後ともご理解ご協力をいただきますようお願いします。 

１ これまでの経緯と今後の流れ 

■跡地活用検討の手順・手法のご提案をいただきました。 

 令和２年３月２日に、「本庁舎等跡地活用に

関する検討委員会」から、跡地の活用策決定ま

でのプロセスに関する報告書が提出されまし

た。利活用を検討し意見を取りまとめるにあた

っては、提案した検討プロセスを基に、幅広く

意見をお伺いし、より多くの理解と納得を得ら

れるよう提案されました。 ▲提案書提出 

■市民や団体のみなさまからご意見をいただき、 

「求められる機能」を絞り込みました。

▲ワークショップ 

 跡地に求められる機能について、各種団体と

の意見交換会、市民ワークショップ、大学生や

高校生などを対象としたストリートミーティン

グ、市民アンケートなどを実施し市民のご意見

を伺いました。多くのご意見をお寄せいただき

ありがとうございました。 

 本庁舎跡地に「求められる機能」を絞り込み

ました。 

■今後は跡地活用策の「一定の方向性」を示します。

 「求められる機能」をもとに、市民ワークショップや市民アンケートなどを実

施し、跡地活用について市民のご意見を伺います。そして、活用案を比較・評価

し、跡地活用の一定の方向性を示すこととしていますので、今後ともご理解ご協

力をいただきますようお願いします。 
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２ 求められる機能 

〇これまで、各種団体意見交換会やストリートミーティング、市民ワークショップなど、市民参画

により多くのご意見を伺い、その意見を取りまとめ１２の機能に整理しました。 

〇その後の市民アンケートの結果や専門家委員会での議論を踏まえるとともに、関連計画等から総

合的・客観的に判断し、５つの機能に絞り込みました。 

機  能 活用の一例 

① 教育・学習機能 カルチャーセンター、専門学校、図書館など 

② 医療・福祉機能 病院、クリニック、保育所など 

③ 健康増進機能 スポーツ施設、スケートリンクなど 

④ 憩いの場・コミュニティ機能 公民館、コミュニティセンター、自由に出入りできる屋内スペースなど 

⑤ ビジネス機能 オフィス、飲食店など 

⑥ 観光・コンベンション機能 特産品展示販売、観光情報発信拠点など 

⑦ 娯楽・レジャー機能 映画館、プラネタリウムなど 

⑧ 芸術・文化機能 美術館、音楽ホール、多目的ホールなど 

⑨ オープンスペース機能 公園・緑地・広場など 

⑩ 生活基盤充実機能 マンション、高齢者住宅、銀行、行政窓口、スーパーなど 

⑪ 交通機能 バスターミナル、駐車場など 

⑫ 防災・減災機能 避難施設、防災拠点施設など 

（１）いかなる活用を行う際でも、⑫防災・減災機能は取り入れることとしました。 

（２）①教育・学習機能と⑧芸術・文化機能は統合し、１つの機能としました。 

（３）②医療・福祉機能と③健康増進機能は統合し、１つの機能としました。 

（４）⑤ビジネス機能、⑥観光・コンベンション機能、⑩生活基盤充実機能、⑪交通機能は選定し

ないが、今後、活用を検討していくうえで、複合施設等の一部として取り入れることも考え

ることとします。 

（５）絞り込んだ機能のイメージは下図のとおりです。 

①・⑧教育・学習・

芸術・文化 

②・③医療・福

祉・健康増進 

④憩いの場・

コミュニティ 
⑦娯楽・レジャー ⑨オープンスペース 

⑫防災・減災 

３ これまでお寄せいただいたご意見 

・鳥取市民会館など周辺施設と一体的に活用

する。 

・市の財政負担（建設費、維持費）を極力少な

くする。 

・利用者が限定されないような活用を図る。 

・民間活力の積極的な活用を図る。 

・複合的な活用を図る。 

・近隣の商店街等の活性化に貢献する利用を図る。 

・若者の流出抑制・定住促進につながる利用を図る。 

・高齢者が安心して住み続けることができる利用を図

る。 

・市外、県外から人を惹きつけるような利用を図る。 

・歴史・文化ゾーンにふさわしい利用を図る。 
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４ 市民ワークショップ 

 旧本庁舎跡地活用について、班毎に５つの機能の整理・絞り込みを行いながらどのような跡地

活用がよいか話し合い、提案していただきます。 

開催日 会場 

６月５日（土） 福祉文化会館 

６月６日（日） 市役所本庁舎 

６月１３日（日） 市役所本庁舎 

５ 旧本庁舎と第二庁舎の解体工事 

 本年７月から令和４年６月末までの間、旧本庁舎と第２庁舎の解体撤去工事を行う予定です。

旧本庁舎と第２庁舎につきましては、安全面や周辺環境への影響などから、なるべく早期に解体撤

去を行うべきとの方針で工事の準備を進めてまいりました。安全面に十分配慮しながら工事を進め

ていきますので、ご協力よろしくお願いします。 



３．ビジョンの位置づけ・目標期間・対象地域 

◆位置づけ 

 新市域の振興については、合併時に策定した「新市まちづくり計画」とその内容を継承した

第８次、第９次の「鳥取市総合計画」、「鳥取市創生総合戦略」、「鳥取市都市計画マスタープラ

ン」などの各種計画に基づいて、事業を実施してきました。 

 本ビジョンは、これまでの取組を踏まえ、新市域の将来を見据えたまちづくりの方向性を示

すために策定したもので、本市の各計画及び国・県の施策等との整合を図り、全市一体的な発

展につなげていくよう、新市域のまちづくりの前進に引き続き取り組んでいきます。 

 なお、本ビジョンの位置づけ等については、次期の鳥取市総合計画策定時に改めて目標期間

満了までに検討することとします。 

計画 合併後１０年(平成 1６年 11 月～平成 2５年度) これからの将来像 

「総合計画」 

「新市まち

づくり計画」 

■「新市まちづくり計画」（平成１６年～平成３１年度） 

 「新市まちづくり計画」は、合併後の鳥取市の一体性の速やかな確立、住民の福祉の向上、均衡ある

発展などをめざすとともに、合併特例法※に基づく各種の財政支援措置を導入するための前提となる計

画として合併時に策定しました。 

◆目標期間 

 本ビジョンの目標となる期間は、平成２６年度（２０１４年度）から令和５年度（２０２３

年度）までとしています。 

※ビジョンとは、将来のあるべき姿を描いたものです。 

◆対象地域 

 国府町、福部町、河原町、用瀬町、佐治町、気高町、鹿野町、青谷町の８地域（「新市域」

と呼称）とします。 

「第1１次鳥取市総合計画」 

（Ｈ１６～Ｈ３１） 

「第10次鳥取市総合計画」 （Ｈ28～Ｒ7） 

「第９次鳥取市総合計画」 基本構想（Ｈ２３～Ｒ２） 

新市域振興ビジョン 
(平成 26年度～令和5年度)

合併協定書策定 

一体性の確立・福祉の向上・均衡ある発展 

各計画と整合 
「第８次鳥取市総合計画」 基本構想（Ｈ１８～Ｈ２7） 
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１．合併後のこれまでのまちづくり 

鳥取市は、平成16年 11月 1日の合併により、面積76５ｋ㎡、人口は20万人を

超える都市となり、鳥取県東部生活圏に暮らす住民の8割を占める名実ともに山陰最

大の特例市※（平成１７年１０月１日指定）となりました。 

合併により１つとなった鳥取市は、それぞれの地域が持つ「特性」や「資源」を活か

して、魅力ある都市に生まれ変わるよう、９市町村による合併協議会で策定した「新市

まちづくり計画」の内容を「鳥取市総合計画」に継承し、めざすべき姿とその方策を明

らかにして取り組みました。 

これまで、合併後の市の一体性の速やかな確立と住民の福祉向上等を図るとともに、

新市域の豊かな自然や歴史的な遺産、伝統工芸品など数多くの魅力ある地域資源を、関

係団体などとともに、まちづくりに最大限活用して地域の活性化を推進するなど、合併

後の市の均衡ある発展をめざし、地域の課題解決等に積極的に取り組んできたことによ

り、まちづくりの成果が着実に表れています。 

そして、平成３０年４月１日には中核市に移行し、山陰東部圏域の中核的な役割を担

い、山陰を代表し、地方分権時代をリードする拠点都市として新たな一歩を踏み出しま

した。 

第２編 現状認識 
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◆佐治町 

① 安全・安心な地域づくり 

 短時間かつ限られた地域での豪雨など、これまでの想定を超える自然災害による被

害や、新たな感染症への対応など様々なリスクに対する危機管理体制の強化と、自助・

共助・公助による住民と行政が一体となった災害対策を推進します。 

② 教育環境の充実と郷土愛の醸成

小学校・中学校・保育園と家庭・地域が連携し、地域社会全体で子どもたちを支え

見守っていける体制づくりのため設置された、「千代南中学校区地域支援ネットワーク

連絡協議会」及び「佐治小学校地域創造運営協議会」などでの活動を通じて地域の教

育力向上に向けた取り組みを推進します。 

また、ふるさとの自然や産業、文化の良さを学ぶことによりふるさとへの愛着と誇

りを持つことができるなど、地域での特色ある教育活動を推進します。

③ 地域医療の確保による保健、医療、福祉の連携強化 

県下で有数の過疎地域である佐治町にとって、医療の確保は重要です。本市で唯一

国民健康保険診療所（医科・歯科）が設置され、医師の派遣を受けています。国保診

療所の継続と充実は安全・安心な暮らしの絶対必要条件です。 

④ 交通の確保 

佐治町の主要幹線の国道４８２号線や市道南岸線をはじめとする道路の危険個所の

改良促進、冬期間の積雪で交通に支障をきたす恐れのある集落の消雪施設の改修とと

もに、自動車などを運転されない方の移動手段の確保が喫緊の課題です。 

また、生活交通の確保では、安心して暮らせる地域交通体系を構築するため、公共

交通の維持・検討と地域主体による持続可能な移動手段の導入を図るため、佐治町生

活交通会議での事業実施に向けた取り組みを推進します。 

⑤ 高齢者社会に向けたまちづくり

中山間地で高齢化の進行が著しい佐治町では、買い物や生活交通などの利便性が低

下し住み慣れた地域で安心して暮らし続けるには様々な支援が必要です。買い物の不

便な方に対する移動販売事業は町内の第三セクターによって運営されていますが、見

守り訪問頻度も月１回と少なく、事業の充実が必要です。 

また、災害発生時または災害のおそれのある場合には、高齢者の避難支援等を迅速

かつ的確に行うための体制を平常時から整えておくことの重要性が認識されています。 

 自主防災会などの活動を通じてこれらの体制づくりの構築に向けた取り組みを支援

します。

⑥ 中山間地域の振興

佐治町では、地域の宝である「星」「梨」「和紙」「話」「石」の「五つ」の資源を活

6
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かした地域づくりに取り組んでいます。事業の推進母体である「五しの里さじ地域協

議会」は田舎暮らし体験や林業体験などによる体験滞在型観光※事業を推進しています。 

今後も協議会の育成支援、「さじアストロパーク」を拠点とした県の星取県事業と連

携した事業推進、また、グリーンツーリズム※の拡大、佐治谷話の保存・伝承など地域

一丸となった地域振興を推進します。 

⑦  産業振興 

［農林業の振興］   

意欲ある担い手への農地集積や農作業受託体制の拡充、スマート農業の支援・荒廃

地の再生・利活用、新たな特産品の開発が必要です。 

また、特産物（梨等）の有利販売※事業（インターネット、プチマルシェ※等）の取

組、手作り梨工房をはじめとする各種加工グループの育成・支援、有害鳥獣解体処理

施設の整備など過疎地域の活性化を図るため、地域の特色ある資源を活用した産業振

興を進めることが重要課題です。 

［和紙産業の振興］   

新たな事業展開など、斬新な取組を行い需要の拡大を図るとともに、後継者の育成

やＵＪＩターン※による新たな人材を受け入れ、青谷町と協同で全国級のイベントを開

催するなど因州和紙の認知度を高め、和紙の利用拡大に努める必要があります。

⑧ 地域づくりの拠点施設での地域振興

 人口減少や高齢化が進行しても安心して佐治町に住み続けられるように地域課題の

解決に向けて取り組む NPO 法人「さじ未来」が、地域づくりの拠点施設でもある佐

治町コニュニティーセンターの指定管理を行うことによる施設の適切な管理業務と、

地域課題に対応したさまざまな事業活動を支援していきます。 

●めざす将来像 

恵まれた自然環境を有する佐治町は、居住の場としてはもとより、農林業の生産の

場や体験の場、自立した地域コミュニティを維持するための定住の促進や農林業の生

産力の強化、地域の大部分を占める山林や農用地が有する水源かん養※などの機能維

持・保全など、多くの重要な地域的使命と役割を担っています。 

 佐治町の将来像として「５し」の地域資源と地域特性を活かし、地域の伝統や文化、

歴史が未来の世代へと引き継がれるよう、地域振興を目的として住民と行政が協働の

まちづくりに積極的に取り組み、一人ひとりが健康でいきいきと輝き、自然環境や地

域の個性がきらめき、将来においても安全・安心で快適に暮らせるさまざまな生活環

境が整ったまちの実現をめざします。

五つのし（資）源を活かした、「いいさじかげん」のまちづくり

7
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◆ 佐治町

●歴史 

「因幡民談記」の「筆記之部」に記されている資料によると、鎌倉時代や室町時代に

佐治谷を支配域として君臨していた土豪尾張氏（佐治氏）を中心として佐治谷のいくつ

かの村が誕生し、遺跡等も数多く存在します。 

このような時代背景から明治２２年（１８８９年）に町村制が施行され、３つの村（口

佐治、中佐治、上佐治）が誕生し、明治４３年１月１日（１９１０年）より旧３村は新

しく「佐治村」として合併しました。 

●特性 

①佐治町は、本市の南部に位置し、岡山県と国道４８２号線によってつながり、岡山県

と人の交流や物流がなされることで、本市の重要な南の玄関口となっています。 

②主要産業は、豊かな自然に恵まれ、山地傾斜地を利用した二十世紀梨の栽培や楮、み

つまたを主原料とした因州和紙の生産であり、佐治地域ブランドとして全国へ発信して

います。 

③さじアストロパーク、和紙工房「かみんぐさじ」は、佐治町観光の中心となっており、

一度は訪ねてみたい本市の観光拠点として、観光客誘致の一翼を担っています。 

④「星」「梨」「和紙」「話」「石」の佐治「５し」を地域資源として活かした地域づくり

に取り組んでいます。 

「５し」のひとつ「話」は「佐治谷話」と言われ、「愚か話」としてのイメージが強い

ことから、住民に受け入れられていなかったが、残すべき民話として粘り強く保存・伝

承に取り組んだ結果、「語り継がれる民話」として生まれ変わり、全国に誇れる「民話」

として発信し、地域活性化に貢献しています。 

●資源 

区 分 主なもの 

特産品 二十世紀梨、梨シャーベット、因州手すき和紙 

観 光 

さじアストロパーク、和紙工房かみんぐさじ、かみんぐ百彩（農産物直売

所）、佐治歴史民俗資料館（「ふるさと歴史館」、「民話の館」、「展示館」）、

たんぽり荘、山王滝、山王谷キャンプ場、三国ケ山、高鉢山、三原台 

イベント 
佐治ふるさと祭り、さじアストロパークイベント（星祭、月祭、雪祭、ク

リスマスコンサート） 

佐佐
治治
町町

87
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資料３

＜各町内会の状況＞ 令和3年4月30日現在

町内会名 補助事業区分 整備年度
自治会
世帯数

整備
世帯数

既存有線設備
の有無

小原 音声告知端末 Ｒ１ 8 8 ○ スマホ（補助外）
葛谷 音声告知端末 Ｒ２ 21 21 ○
刈地 有線放送 Ｒ２ 37 37 ○
ほき元 未整備 未 1 0 ○
上葛谷 音声告知端末 Ｒ１ 8 7 ○
津無 未整備 未 39 0 ○
大井 有線放送 Ｒ１ 25 25 ○
古市 有線放送 Ｒ３ 41 0 ○ R3年4月申請済
上大井 音声告知端末 Ｒ１ 10 10 ○
森坪 音声告知端末 Ｒ１ 29 31 ○

下加瀬木 有線放送 Ｒ１ 25 25 ○
加瀬木 有線放送 Ｒ１ 60 60 ○
渕尻 音声告知端末 Ｒ３ 11 0 ○ R3年4月申請済
高山 音声告知端末 Ｒ１ 58 51 ○
津野 有線放送 Ｒ２ 33 33 ○
福園 未整備 未 15 0 ○
万蔵 未整備 未 9 0 ○
大水 有線放送 Ｒ３ 23 0 ○ R3年4月申請済
小田 未整備 未 21 0 ○
細尾 音声告知端末 Ｒ２ 6 6 ○
畑 音声告知端末 Ｒ１ 25 24 ○

つく谷 有線放送 Ｒ３ 29 0 ○ R3年4月申請済
有線放送 Ｒ１ 33 33 ○

河本 有線放送 Ｒ１ 20 20 ○
尾際 音声告知端末 Ｒ１ 34 33 ○
中 音声告知端末 Ｒ１ 11 8 ○
栃原 音声告知端末 Ｒ１ 11 10 ○
計 643 442

【参考】
地域内世帯数
（R2.4.1）

664

※町内会数に合わせて、適宜行を追加してください。

＜補助事業区分の説明＞
音声告知端末
有線放送
無線システム
未整備

＜まとめ＞
方式 自治会数 世帯数 世帯割合 自治会数 世帯数 世帯割合

音声告知端末 11 209 33% 12 219 34%
無線システム 0 0 0% 0%
有線放送 7 233 36% 10 326 51%
整備中 4 103 16% 0%
未整備 5 98 15% 5 98 15%
合計 27 643 100% 27 643 100%

6月末の見込

佐治町地域内情報伝達設備整備状況

既存の有線放送設備に音声告知端末を１台接続し、放送する。

85％
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電源立地地域対策交付金
令和2年度予算額762.2億円（ 809.0億円）

事業の内容

条件（ 対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ

事業目的・概要

 発電用施設等の設置及び運転の円滑化を図るため、発電用

施設等が立地する地方公共団体に対し、出力、発電電力量

等によって算出される交付限度額の範囲内で交付金を交付し

ます。

この交付金は、電源立地地域における住民の生活の利便性の
向上や産業振興を目的として行われる各種の事業の費用に充
てることができます。

成果目標

住民の生活の利便性の向上や産業振興を目的として行われる各
種の事業への支援を通じ、すべての交付先の自治体において発
電用施設の設置・運転の円滑化について地域住民の理解の促
進を図ります。

資源エネルギー庁 電力・ガス事業部
電力基盤整備課
03-3501-1749

国 都道府県
交付

市町村

都道府県

市町村
交付

企業の導入促進のための事業

地域の産業の近代化及び活性化のための事業等

社会福祉施設、教育文化施設又はスポーツ・レクリエーション施
設の整備及び運営等

地域の産業振興に資する事業

地域の特性を活用して当該地域の魅力を向上する事業

地域の自然環境等の維持・保全及び向上を図る事業等

公共用施設に係る整備、維持補修及び維持運営事業

企業導入・産業活性化に資する事業

福祉対策に資する事業

地域活性化に資する事業

給付金交付助成事業等

資料４
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Ⅱ．事業評価個表

90

111.1

評価年度　　　　　　　　　　　平成３０年度

保育内容に対
する満足度

アンケート調
査による「満
足」の割合

給食に対する
満足度

アンケート調
査による「満
足」の割合

行事に対する
満足度

アンケート調
査による「満
足」の割合

成果目標 成果指標 単位 評価年度　　　　　　　　　　　平成３０年度

達成度 ％

100

目標値 ％

111.1達成度 ％

100

目標値 ％ 90

成果実績 ％

単位

達成度 ％ 111.1

目標値 ％ 90

成果実績 ％ 100

番号 措置名

地域活性化対策措置1

交付金事業名

さじ保育園運営事業

交付金事業に関係する都
道府県又は市町村の主要
政策・施策とその目標

交付金事業に関係する主要政策・施策
第10次鳥取市総合計画（平成28年度～平成32年度）
まちづくりの目標 １ 安心して出産・子育てができ、すべてのひとがすみやすいまち
政策２　安心して子どもを産み育てられるまちづくり　施策１　結婚・出産。子育て支援
　病児・病後児保育、保護者疾病時等の園児の生活支援及び保護者の勤務の多様化に対応した保育の実
施により保育サービスを充実、また保育料の軽減を行うことで、利用者負担額の減額に努める

事業開始年度 事業終了年度 令和元年度令和元年度

成果実績 ％

事業期間の設定理由

成果目標 成果指標 単位 評価年度　　　　　　　　　　　平成３０年度

交付金事業の概要成果目
標及び成果実績

成果目標

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 鳥取市

交付金事業実施場所

交付金事業の概要

鳥取市立さじ保育園（鳥取市佐治町古市）

鳥取市さじ保育園の保育事業にかかる職員8名分(保育士7名、調理員1名)の人件費9ヶ月分に充当。

成果指標
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18,730,000

0 0 0

交付金事業の契約の概要

令和元年度

18,829,360 18,947,440 18,730,000

18,829,360 18,947,440 18,730,000

備考

56,506,800

56,506,800

56,506,800

0

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

平成29年度 平成30年度

18,829,360 18,947,440

100

活動実績

活動見込

達成度

交付金事業の活動指標及
び活動実績

平成29年度平成30年度 令和元年単位

人月 72 72 72

人月 72 72 72

％ 100 100

活動指標

職員の雇用量（雇用人数(人)×雇用期
間(月)）

毎年度のPDCAサイクルによる翌年度の事業改善を図るため、年度内に評価を実施。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

本交付金を活用することにより、当該保育園の保育士7名、調理員1名の人件費9ヶ月分を確保できたこと
で、基準よりも多くの職員を配置し、園児一人ひとりにきめ細やかな保育サービスを提供することがで
きました。
アンケート調査の結果は全項目で高評価となっていますが、アンケートの回収率を向上させるなどして
さらに園児、保護者が満足できる保育サービスの提供に努めていきます。

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

評価年度の設定理由

交付金事業の総事業費

契約の方法 契約の相手方 契約金額

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

鳥取市健康こども部こども家庭課

鳥取市健康こども部こども家庭課

契約の目的

人件費 雇用 保育士・調理員 19,914,070
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